
村澤社会保険労務士法人 

令和 4 年 10 月号 

10 月から始まる社会保険適用拡大への対応はお済みですか？ 

 

◆従業員数 101 人以上の会社のパート・アルバイトが厚生年金・健康保険の加入対象に 

加入対象は、(1)週所定労働時間 20 時間以上、(2)月額賃金 8.8 万円以上、(3)２カ月超雇用見

込みがある、(4)学生ではない、の４つに該当する従業員ですが、手取り収入への影響から、働き

方を変える人が出てくると考えられます。例えば、加入希望の人がシフトを増やして手取り減を

回避したいと言ったり、扶養を外れたくない人がシフトを減らしたいと言ったりするかもしれま

せん。 

会社の保険料負担や発生する手続きも気になりますが、従業員が働き方を変えるとシフト編成

等に影響が生じる可能性もあります。従業員へのヒアリング等を行い、支障が出ないように準備

しましょう。 

 

◆短期パートの適用漏れに注意 

上記要件のうち、(3)は当初契約の雇用期間が２カ月以内でも、契約更新等されると、当初から

社会保険に加入となります。これまでの「１年超」との要件が撤廃されるため、特に適用漏れに

注意が必要です。 

年金事務所による調査で適用漏れは厳しくチェックされ、万が一あると保険料の遡及払いが発

生し、従業員負担分も含めていったん会社が立て替えざるを得なくなったりします。適正に手続

きがされているか、チェックしておくとよいでしょう。 

 

◆雇用保険料率も 10 月から引上げ 

従業員数 100 人未満の会社も、雇用保険料率の引上げによる影響があります。一般の事業で事

業主分が 1,000 分の 6.5 から 8.5 に、労働者分が 1,000 分の３から 1,000 分の５に引き上げられ

ます。 

特に労働者分は平成 29 年度以降据え置かれていたため、若い従業員には率が変わるものと認

識していない人もいるかもしれません。10 月分の給与明細と一緒に、保険料率の変更を案内して

あげるとよいでしょう。 

【日本年金機構「令和４年 10 月から短時間労働者の適用拡大・育休免除の見直し等が行われま

す」】 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2022/0729.html 

【厚生労働省「令和４年度雇用保険料率のご案内」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/000921550.pdf 

 


